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研究成果の概要（和文）： 

 一般市民を対象に汎用性の高い、健康信念モデルを応用した受動喫煙対策に役立つ調査票の

作成を行った。作成した調査票に改良を加え、看護学生および中学生に、受動喫煙に対する認

識調査を実施した。認識調査において、看護学生、中学生ともに性別、同居者の喫煙の有無、

喫煙経験が関連していた。また、調査により市民の受動喫煙への知識はそれなり醸成されてい

ることがわかった。受動喫煙対策推進キャンペーンとしては、世界禁煙デーにシンポジウムを

開催し、300 人を超える住民に趣旨を伝えた。また、喫煙防止教育を通じて中学生にも喫煙お

よび受動喫煙に対する正確な知識を普及できたと思われる。 

 

研究成果の概要（英文）： 

 We created the tentative questionnaire which is useful for the measurement against 

passive smoking and utilized for all residents groups based on the health belief model. We 

improved the above questionnaire and conducted the survey on the recognition to passive 

smoking among nursing students and junior high school students. We revealed the 

relationship between their recognition to passive smoking and various factors such as sex, 

presence of smokers in family members, and their past smoking experiences. Citizens have 

already realized that the need to control against passive smoking. As the anti-passive 

smoking promotion campaign, we held symposiums and announced objectives of passive 

smoking control to more than 300 residents on the World No Smoking Day. We also 

expanded the right knowledge on smoking and passive smoking among many junior high 

school students in tobacco-free workshop. 
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１．研究開始当初の背景 

喫煙による破壊的な影響から人々を守る

ために 2005 年に WHO がタバコ規制枠組条

約を発行させ、対策を促している。なかでも、

受動喫煙対策は対策の効果が短期にあらわ

れる施策であり、多くの国で屋内禁煙化がす

すめられている。屋内タバコ煙は、周囲の

人々の虚血心疾患や気管支炎を増加させる。

職場や家庭での受動喫煙が続くと肺がん死

亡のリスクも上がる。がんと虚血性心疾患や

脳血管障害が三大死因となっている日本こ

そ、受動喫煙対策を急がねばならない。とこ

ろが、世界の動きに比べて日本の動きは極め

て遅く、2010 年 4 月に神奈川県の受動喫煙

防止条例が発効したものの、分煙を容認する

世界水準にはほど遠いものとなってしまっ

た。 

これをヘルスプロモーションの視点から

みると、国の仕組みの問題もあるが、住民の

認識が深まっていないことも大きな原因と

いわざるをえない。科学的知見が確立されて

いても、それが市民の信念になるまで浸透し

ていなければ、健康な行動にはつながらない。

欧米のヘルスプロモーションの歴史を振り

返ると、健康教育に関するさまざまな理論と、

それをもちいた実践の積み重ねがあったこ

とが目に付く。1950 年代から、「健康信念モ

デル」が Rosenstock らにより提唱され、そ

の後、各種行動学理論、社会的認知理論やソ

ーシャルマーケティングなどが活用されて

きた。こうした理論を、日本の受動喫煙対策

の現状にあてはめると、日本人は未だに、受

動喫煙のリスクの重大性に気付いていない

し、自分に関係するという気持ちも乏しいと

いえる。屋内禁煙の利益を小さくみているし、

実行は難しいと思い込んでいるともいえる。

マスメディアのキャンペーンもむしろ逆に

なっている現状がある。今こそ、住民の認識

を理論に基づきもれなくアセスメントし、そ

の結果に基づいて啓発介入していくべきで

ある。 

 

２．研究の目的 

（1）汎用性の高い、健康信念モデルを応用

した受動喫煙対策に役立つ調査票を作成す

る。 

（2）作成した調査法によって受動喫煙対策

をすすめる為に必要となる、受動喫煙に対す

る認識を正確に把握する。 

（3）調査によって得られた結果をもとに、

受動喫煙対策として、市民を対象とシンポジ

ウムや中学生への喫煙防止教育を実施し市

民への受動喫煙対策を推進する。 

 

３．研究の方法 

研究（1）：汎用性の高い、健康信念モデルを

応用した受動喫煙対策に役立つ調査票の作

成 

・対象：京都市民を含む京都府民 

・実施期間：2011 年 4 月～2012 年 4 月 

・調査方法：健康信念モデルを応用した調査

票を作成する。そのために、調査票は喫煙関

連の研修会等で対象者に配布し、回答の容易

さや結果の再現性の良さについて検討する。 

 

研究（2）：看護学生に対する受動喫煙の意識

調査 

・対象：京都府下の看護学生約 3000名 

・実施期間：2012年 12月～2013年 1月 

・調査方法：研究（1）の結果に基づいて作

成したアンケートを使用し、受動喫煙と健康

被害の認識を調査した。 

・解析方法：受動喫煙と健康被害の認識につ

いて対象者の性別、喫煙状況および同居人の

喫煙の有無との関連を検討した。 

 受動喫煙対策の必要性について、対象者の



 

 

性別、喫煙状況および同居人の喫煙の有無と

の関連を検討した。 

 

研究（3）：中学生に対する受動喫煙の意識調

査 

・対象：京都市内の中学生約 3000名 

・実施期間：2012年 4 月～2013年 3 月 

・調査方法：研究（1）の結果に基づいて作

成したアンケートを使用し、受動喫煙と健康

被害の認識を調査した。 

・解析方法：受動喫煙対策の必要性について、

対象者の性別、喫煙経験および同居人の喫煙

の有無との関連を検討した。  

 

研究（4）: 受動喫煙対策として、市民を対

象とシンポジウムや中学生への喫煙防止教

育を実施し市民への受動喫煙対策を推進す

る。 

 

４．研究成果 

研究（1）：汎用性の高い、健康信念モデルを

応用した受動喫煙対策に役立つ調査票の作

成 

 健康教育理論に応じたアンケート用紙の

作成に関しては、学問的に理想を追求して細

かく何もかもいれると、一般には使用しにく

いものにならざるを得ないことがわかった。

内容の濃さと、使用の利便性はトレードオフ

の関係にあることは明らかであり、今回まず

広く全体の現状を知ることを優先すべきと

判断し、もっとも最初に作ったシンプルな調

査表（それを京都市や京都府の調査にも用い

た）を採用することにしたため、データが十

分広く母数を反映した形で収集することが

できた。 

 

研究（2）：看護学生に対する受動喫煙の意識

調査 

 解析対象者は調査票に全て回答のあった

2749人（男：381 人、女：2368 人）とした。 

 受動喫煙対策の是非について、賛成と答え

た者の割合は、性別では女性（97.7%）、同居

者に喫煙者がいない者（97.5%）、喫煙経験の

ない者（98.2%）が有意に多かった(p<0.05)。

ただし、男性、同居者に喫煙者がいる者、喫

煙経験のある者でも賛成と答えているもの

は 90%を超えており、受動喫煙対策に対する

理解は高いと思われた。 

受動喫煙の身体への影響について、有害で

あると回答した者の割合は、性別では女性

（ 99.2%）、同居者に喫煙者がいない者

（99.4%）、喫煙経験のない者（98.8%）が有

意に多かった(p<0.05)。この質問においても

性、同居者に喫煙者がいる者、喫煙経験のあ

る者でも有害であると答えているものは 90%

を超えており、受動喫煙の有害性を理解した

うえで、受動喫煙対策の必要性を理解してい

ると思われた。 

 

研究（3）：中学生に対する受動喫煙の意識調

査 

 解析対象者は調査票に全て回答のあった

3049人（男：1500人、女：1549人）とした。 

 受動喫煙対策の是非について、賛成と答え

た者の割合は、性別では女性（92.5%）、同居

者に喫煙者がいない者（94.0%）、喫煙経験の

ない者（91.7%）が有意に多かった(p<0.05)。

男性、同居者に喫煙者がいる者、喫煙経験の

ある者でも賛成と答えた者の割合は、順に

89.3%、87.7%、70.3%であった。喫煙経験者

で若干低く、受動喫煙に対する情報を含めた

喫煙防止教育が必要であると思われた。 

 

研究（4）: 受動喫煙対策として、市民を対

象とシンポジウムや中学生への喫煙防止教

育を実施し市民への受動喫煙対策を推進す



 

 

る 

受動喫煙対策推進キャンペーンとしては、

世界禁煙デーに京都禁煙推進研究会主催の

シンポジウムを開催し、300 人を超える府

民・市民に趣旨を伝えることができ、情報提

供も進んでいる。京都府のがん対策基本計画

にも、受動喫煙対策の一層の推進が掲げられ、

最終目的である対策推進も、進展を示したと

考えられる。また、京都府下で行われている

100 校を超えるタバコフリーキャラバン授業

を通じて中学生にも喫煙および受動喫煙に

対する正確な知識を普及できたと思われる。 

 

研究期間全体を通じて、年齢や地域に影響

を受けず、また喫煙の有無にもそれほど大き

な影響を受けずに市民の受動喫煙への知識

はそれなり醸成されていることがわかった。

ただし、その重大度や自分に対して影響があ

るのでは、という脆弱性に関しては十分な量

の問いはできなかったので、知識の深さや幅

広さに関しては不足している可能性がある。

最終年度の結果を含め、各地で京都禁煙推進

研究会や行政機関と共同で行ったセミナー

等で、本研究のもうひとつの柱である PM2.5

測定についてのデータを資料（フライヤー）

として地域・職域で提供し、意識の向上を促

した。健康教育理論に応じたアンケート用紙

の作成については、学問的に理想を追求して

細かくすると、質問量が多くなりすぎ一般に

は使用しにくく、内容の濃さと使用の利便性

はトレードオフの関係にあるので、今回はシ

ンプルな調査表を使用したが、調査票のバラ

ンスについては今後より吟味する必要があ

ると思われた。 
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